















































































































































































































































































































194 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1
税務経理協会（1986年）29頁等参照。
（21）不実記載罪の法定刑は大規模な経済犯罪にそぐわない等として検討の余地があるとするも
のに，渡辺・前掲注（１）209頁，さらに見せ金に関与した者を直接処罰する規定の制定が必要
になるとするものとして青竹・前掲注（18）350頁等。内田・前掲注（13）論文もその必要性も
すくなくはないとする。
（22）宮沢博士は，「見せ金」のような場合には，「罪となるべき見せ金」をはたして明確に構成
要件化しうるか疑問であるとする（宮沢浩一「『見せ金』をめぐる法律上の諸問題（Ⅱ）」判例
タイムズ218号（1968年）11頁）。
【本件に関する他の評釈】
栗山徳子「東京相和銀行仮装払込事件に関する諸問題」商事法研究41号（2006年）13頁
山田耕司「新株の引受人が会社から第三者を通じて間接的に融資を受けた資金によってした新株
の払込みが無効であるとして商業登記簿の原本である電磁的記録に増資の記録をさせた行為に
つき電磁的公正証書原本不実記録罪の成立が認められた事例」ジュリスト1327号（2007年）
136頁
原口信夫「会社資金による新株の払込みと電磁的公正証書原本不実記録罪の成否」速報判例解説刑法
No.14（文献番号 z18817009-00-070140067）（2007年）<http://www.tkclex.ne.jp/commentary/pdf/2007-7-
20.pdf>（2008年８月28日確認）
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